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韓国政府、所得税の最高税率の引き上げを決定 

韓国で富裕層の税負担が高くなることになった。企画財政部は７月 22日に「税制発展審議委員会」

を開催し、2021 年から所得税の最高税率を、現在の 42％から 45％に引き上げることを決めた。所得

税の最高税率の引き上げは、文在寅政権になってから２回目のことである。1 回目は文在寅大統領が

当選した直後の 2017年 7月に行われ、所得税の最高税率は従来の 40％から 42％に引き上げられた。 

 

韓国の現行の所得税体系は、課税所得が 1,200万ウォン以下の場合は 6%を適用し、所得が多くなる

に従って所得税の税率も段階的に上げ、5億ウォンを超過した所得に対しては 42％の税率を賦課して

いる。今回の改正案では課税所得「10億ウォン超過」区間を新設し、最高税率を現在より 3ポイント

高い 45％に引き上げた。所得税の最高税率 45％は 1970年代の 70％に比べると低いものの、金泳三政

権時代の 1995年（45％）以降、最も高い水準である。 

 

所得税の課税所得区間と税率 

課税所得区間 現行 改正案 

1,200 万ウォン以下 6% 6% 

1,200 万ウォン超過 ～4,600 万ウォン以下 15％ 15％ 

4,600 万ウォン超過 ～8,800 万ウォン以下 24％ 24％ 

8,800 万ウォン超過～1 億 5 千万ウォン以下 35％ 35％ 

1 億 5 千万ウォン超過～3 億ウォン以下 38％ 38％ 

3 億ウォン超過～5 億ウォン以下 40％ 40％ 

5 億ウォン超過～10 億ウォン以下 
42％ 

42% 

10 億ウォン超過 45％ 

注：課税所得区間ごとの控除額は省略 

出所）韓国国税庁のホームページより筆者作成 
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韓国政府は、課税所得が 10億ウォンを超過する人が現在約 1万 6000人いると把握しており、今回

の最高税率の引き上げにより 1年間で約 9000億ウォンの税収が増えると期待している。 

 

新型コロナウイルスにより広がった格差縮小が目標 

韓国政府は、「新型コロナウイルスの感染拡大により、低所得層の勤労所得が減少する等格差が広が

っているため、税金を負担する余力がある高所得層に対する税負担を強化した」と所得税の最高税率

を引き挙げた理由を説明した。 

 

しかしながら、「今回の改正案は富裕層に対する増税だ。高所得層の消費が減り、経済にマイナス効

果が起こる」と増税に反対する声も上がっている。また、高所得層の負担だけが増加する増税策より

は、より多くの人が税金を納める増税策を実施することが望ましいと主張する意見もある。保守系の

新聞、朝鮮日報のインターネット媒体である ChosunBizは、韓国における所得上位 10％の人々の所得

合計額が全所得に占める割合は 36.8％であることに比べて、所得上位 10％の人々の所得税合計額が

所得税総額に占める割合は 78.5％であり、アメリカの 70.6％、イギリスの 59.8％、カナダの 52.8％

より高いと、韓国の課税システムの問題点を指摘した（2020年 7月 22日付）。 

 

このように高所得層に税負担が偏っている理由としては、勤労所得税の免税者比率が高いことが挙

げられる。韓国における勤労所得税の免税者比率は、2018年時点で 38.9％に至った。これはイギリス

の 0.9％（2014年）、日本の 15.5％（2015年）、オーストラリアの 16.6％（2014年）カナダの 18.7％

（2014年）を大きく上回る数値である（韓国租税研究院、2017年発表資料）。 

 

韓国政府は、2013年の朴槿恵政権時代において、税制改革により所得控除を税額控除に変え、勤労

所得税の免税対象を縮小することを発表した（所得控除は、税額を計算する課税所得の前の所得から

控除が適用されるが、税額控除は、課税所得に税率を乗じて算出した所得税額から、一定の金額を控

除する仕組み）。しかしながら、税負担が大きくなることとなる労働者側の反対が予想以上に強かった

ため、朴槿恵政権はこの発表を修正し、税金が増える所得基準を引き上げると共に控除額を増やすな

どの対策を行った。その結果、勤労所得税の免税者比率は、税制改革以前よりもさらに増加すること

となり、現在に至っている。  

 

「課税の普遍性」の拡大が求められる 

韓国政府は、すでに発表した不動産に対する増税や所得税の最高税率の引き上げ等により、新型コ

ロナウイルスが原因で急増した財政支出を賄おうとしている。今回のように、所得税の最高税率を引

き上げることだけで、高所得者の消費が大きく委縮する可能性は少ないであろう。しかしながら、法

人税率の引き上げや不動産に対する増税等、企業や高所得者に対する増税対策頼みばかりでは、企業

の生産活動や高所得者の消費活動を委縮させ、韓国経済にマイナスの影響を与える恐れがあると言わ
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ざるを得ない。 

 

韓国は現在、急速に少子高齢化が進んでおり、税金を主に負担する現役世帯が減少し続けている。

この点を考慮すると、国の財政を支えるためには、より多くの国民ができるだけ幅広く税金を負担し

ていけるように、「課税の普遍性」の視点から税制の見直しを検討する必要があると考えられる1。 

 

勤労所得税の免税者比率 

 
出所）国税庁「国税統計年報」各年度別より筆者作成 

 

 

 

 
1  本稿は「韓国政府、所得税の最高税率を 45％に引き上げ」ニューズウィーク日本版 2020 年 8 月 28 日 に掲載された

ものを加筆・修正したものである。 

https://www.newsweekjapan.jp/kim_m/2020/08/45.php 

https://www.newsweekjapan.jp/kim_m/2020/08/45.php

